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災害発生時において，道路は重要な役割を担うため，深刻な機能不全とならないような道路ネットワ

ークの構築が必要といえる．しかし，現行の道路整備評価手法は，平常時の便益を評価しているにすぎ

ず，災害時の道路の機能について評価できているとはいいがたい．このような背景のもと，本研究では，

孤立に対する不安感を定量化することで，先行研究である道路整備による災害に対する耐災性向上便益

の評価手法の確立をめざす．孤立の不安感を定量化するにあたって，様々な災害シナリオの元，道路整

備に対する年間負担額を質問し，その賛否に関する回答を収集した．得られたデータを活用し，ロジッ

トモデルを用いて推定を行うことで，孤立に対する不安感の大きさのパラメータを推定することができ

た． 
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1. はじめに 

 

1.1 研究背景 

 災害発生時において，道路は救命救急活動路や物

資輸送路として利用され，重要な役割を持っている．

しかし，2004 年に発生した新潟県中越地震や，2008

年に発生した岩手・宮城南部地震では，中山間部に

おいて道路が途絶することで孤立集落が発生し，大

きな問題となった．平成 21 年の「全国における孤立

集落発生の可能性に関する状況調査」1)によれば，

全国に 17,451 の集落が孤立危険にさらされている．

また，孤立集落の問題だけでなく，重傷者を搬送中

する際に，道路途絶により大幅な迂回を強いられた

場合，命の危険にかかわる深刻な問題が生じる可能

性がある．このように，道路は重要であり，深刻な

機能不全とならないような道路ネットワークの構築

が必要である．一般的に道路の整備効果を評価する

際には，「道路整備評価マニュアル」2)に準じて費用

便益分析を行う．道路整備評価マニュアルでは，平

常時の便益について走行時間短縮・走行経費減少・

交通事故減少の主に 3 つの便益について評価してい

るが，災害時の道路機能については対象としていな

い．一方で，東日本大震災発生後にとりまとめられ

た，「道路の防災機能の評価手法（暫定案）」3)では，

道路の必要性・有効性・効率性をもって災害時の道

路機能を評価しているが，この中では道路整備によ

り孤立の恐れが回避される道路は費用便益比にかか

わらず整備を行う形となっており，孤立の危険性が

緩和される効果について貨幣単位で計測されている

わけではない．しかしながら，限られた予算の中で

効率的に道路整備を行うためには，災害時の道路機

能を便益算定し，貨幣単位で示すことで他の便益と



総合的に評価することが必要である． 

 

1.2 本研究の位置づけと目的 

先行研究において，原田ら 3)は，「公共事業評価の

費用便益分析に関する技術指針（共通編）」4)の評価

方法を考慮し，「期待被害額の軽減」と「不安感の軽

減」の二つの観点から災害に対する耐災性向上便益

について，貨幣単位で評価する手法を提案した．「期

待被害額の軽減」は交通損失の軽減として考え，「不

安感の軽減」は孤立に対する心理的不安の軽減に着

目し，代替経路を確保することで不安感の軽減を評

価した．この原田らの提案した災害時の道路機能確

保便益は，図 1 に示すように従来の便益評価に合算

可能な防災機能の便益である． 

しかし，この研究では便益評価方法論を提案する

にとどまっており，心理不安の軽減に関しては孤立

に対する不安感のパラメータの評価が課題として残

されている．本研究の目的は，原田らの研究成果に

則り，集落の孤立に対する不安感を定量化すること

で，孤立に対する心理不安の軽減便益の評価手法の

確立することである．また，アンケート調査の質問

方法の信頼性を鑑み，原田の提案した手法を一部改

良する． 

 

2. 代替経路確保便益定量化手法の検討 

 

2.1 便益評価手法 

本研究では，集落の孤立に対する不安感を評価

したい．心理的不安は市場で取引される財でない

ため，仮想的な市場を作成し．アンケート調査

を行うことで不安感の定量化を行う． 

原田ら 3)は，災害時に経路が確保される便益を，等

価的偏差 EV，すなわちプロジェクトをあきらめるた

めに必要な最小の補償額で評価することを提案して

いる．それは，CV が符号保存性をのみを有している

のに対し，EV は，符号保存性と順序保存性を有して

いるからである．一方で，NOAA ガイドライン 6)によ

ると，アンケート調査により受取補償額あるいは支払

意思額を定量化する場合，受取補償額で質問する過大

に評価される懸念があり，支払意思額を用いる方が適

切と記されている．そのため，原田らの提案した EV

による定量化手法を CV によるものに改良する． 

 

2.2 代替経路確保の便益評価手法の改良 

災害時に経路が確保される便益は，プロジェクトを

行うために必要な最大の支払額であり，整備をしない

場合の期待効用と整備した場合の期待効用とがつり

合う支払額で評価される．式(1)にそれぞれ対策前（左

辺）と対策後（右辺）の間接効用関数を示す．V(.)は

所得，価格 m，環境 H（生活環境を表現する状態変

数）の場合に得られる最大効用を意味する． 

    
i iwiwiwiwi ioioioio CVmHVPmHVP ,,,,  (1) 

ここで，o：整備なしの場合(without)，w：整備あり

の場合(with)を示す記号．Pi：災害 i の発生確率，V( )：

間接効用関数，H：環境水準，m：財・サービスの価

格，Ω：所得，CV：支払意思額． 

 

環境水準Hは，式(2)のように定義した．災害時に拠

点となりえる最寄りの市役所や県庁までの非重複経

路数nの対数をとることで評価逓減を表現し，途絶日

数κで重みづける． 

  11ln  iwiiw nH   (2) 

ここで，n：市役所・県庁までの非重複経路数，κ：

途絶日数． 

 

式(1)を計算するため，ある地域の代表的個人の消

費行動に，効用関数（式(3)）を仮定する．交通サー

ビス（財1）と合成財（交通サービス以外の財・サー

ビスをまとめた財2）の2つを考える．所得のうち割

合だけ交通サービスを利用する．γは，環境Hによ

る不安感が，効用に与える影響の大きさを意味する

パラメータである． 

 

図 1 道路整備評価の全体像 
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   HxxU  1

21
 (3) 

ここで，x1：交通サービス消費量，x2：合成財消費

量，：交通サービスの消費割合，γ：環境水準に対

する重み．m1：交通サービス価格，m2：合成財価格． 

 

式(3)の対数をとり，予算制約付き効用最大化問題

として式(4)を定式化する． 

  HxxUV lnln1lnlnmax 21    (4) 

 2211.. xmxmts 　  (5) 

  11 mx   (6) 

   22 1 mx   (7) 

さらに，ラグランジュ未定乗数法により最適性条件

を記述することで需要関数(8)を得る． 

CHV  lnln   (8) 

なお，交通サービス価格m1と消費割合は，道路

利用者の便益との二重計測を避けるため，災害前

後・整備有無によらず一定と仮定し，定数項Cにま

とめている．この仮定は，純粋に代替経路確保の効

果のみを計測するため，他の値を固定していること

と解釈できる． 

式(8)を式(1)に代入しCVについて解くと，次式(9)

を得る．式(1)のCVは以下の式(9)ように求めること

ができる． 

式(9)は，所得Ωが掛け合わされていることで，金

銭単位に変換されている．また，式(9)より，CVは所

得Ωに比例して大きくなる． 

さらに，式(9)はある地域の個人あたりの支払意思

額である．そのため，地域ごとで経路確保の状況は

異なるため，それぞれの地域に式(9)を適用する．代

替経路確保の便益は，各地域の人口と１人あたりの

支払意思額との積和により算出できる．  

ここで，Bresident：地域住民の代替経路確保便益，Gr：

地域 r の人口，CVr：地域 r の 1 人当たりの支払意思

額（円）． 

以上のように，代替経路確保便益評価のためのモデ

ルの改良を行った．さらに，式(9)のパラメータ γ の

値をアンケート調査から推定する． 

 

3. アンケート調査 

 

3.1 調査手法 

本研究では，災害時の孤立に対する心理的不安感

を計測するため，道路整備を行うことに関して住民

がどれほど必要と感じているかを評価の対象とする．

そのためには，実際に市場で取引されない公共財に

ついて仮想的な市場を作成し．対象の価値を直接的

に尋ねる手法である，表明選好法が適していると考

えられる． 

表明選好法は，大きく分けて CVM（仮想評価法）

とコンジョイント分析に分けることができる．CVM

とコンジョイント分析を比較すると，コンジョイン

ト分析は，評価対象の価値を属性単位で評価可能で

あり，かつ属性別の評価にあたっては，個別に尋ね

なくてもアンケート調査結果から間接的に推定が可

能である．これに対し，CVM で属性単位の評価を行

うと，属性に対して個別に支払意思額を尋ねる必要

があり，各属性の評価値に対する二重計測の可能性

がある．また，属性間の評価値の整合性を図ること

も難しい 7）． 

 上記のように，コンジョイント分析の方が優れて

いる点が多い．さらに，本研究では住民が孤立に対

して不安感を抱く原因となる災害の発生頻度や災害

が発生した際に使用できる道路の本数といった要因

も評価したい．そのため，複数の評価が可能なコン

ジョイント分析を採用することとした． 

 

3.2 調査シナリオ 

アンケート調査の概要を表 1 に示す．対象者は，

岐阜県，新潟県，長野県に居住する 20 歳以上の方に

対して行う．Web アンケート調査方式を採用し，予

備調査で回答者が災害時に孤立危険性のある地域に

居住するかどうかを聞くことで，孤立予想集落に居

住する住民を重点的に抽出した．そのうえで，孤立

予想集落に居住している人と，それ以外の地域の人

とでサンプルの割り付け回収を行い，孤立予想集落

に居住する人のサンプル数を全体の 6 割を確保した． 

   





  


iP

i iiw HHCV 011  (9) 

  
r rrresident CVGB  (10) 



本調査は，災害発生時に失われる道路の接続性と

道路整備にかかる負担金を示し，その道路整備の政

策が賛成か反対かを聞くことで集落の孤立に対する

心理的不安の定量化を行うことを目的とする．本調

査におけるシナリオは，評価モデルの中からの推定

に必要なものを抽出し，表 2 のように設定した．災

害発生確率，途絶日数，整備を行わない場合の災害

発生時の残存経路数を2水準，負担金を8水準とし，

実験計画法 L16 の直交表に当てはめて 16 パターン

の質問項目を作成した． 

 

4. パラメータの推定 

 

4.1  推定方法 

孤立に対する不安感を定量化する際に，2 章で説

明した評価手法の式を使ってモデル式を作る．まず，

式(1)を政策前の期待効用（EUi0）と政策後の期待効

用（EUiｗ）とにそれぞれ分けると式(11)，(12)となる． 

 ioioioioi mHVPEU  ,,0
 (11) 

 CVmHVPEU iwiwiwiwiw  ,,  (12) 

ここで，o：整備なしの場合(without)，w：整備あり

の場合(with)を示す記号．Pi：災害 i の発生確率（i=0

のとき平常時を表わし，i≠0 のとき災害時を表わす），

V(.)：間接効用関数，H：環境水準，m：財・サービ

スの価格，Ω：所得，CV：支払意思額（道路整備の

価値）． 

式(11)，(12)に，式(8)に述べられている間接効用関

数 V(.)をそれぞれ代入すると，式(13)，(14)を得る． 

 CHPEU iii  00 lnln   (13) 

  CHCVPEU iwiiw  lnln   (14) 

また，C は，交通サービス価格 m と消費割合を

示している．道路利用者の便益との二重計測を避け

るため，災害前後・整備有無によらず一定と仮定し

ているため，EUi0と EUiwの C は同値であるため無視

できる．さらに，EUi0と EUiwとが同一となるような

値が CV であるが，ここでは提示された負担額 AoE

（Amount of Expense）に対し，賛成・反対を質問し

ている．よって，次の式(15)，(16)ように変形できる． 

    lnln 00 iiii PHPEU   (15) 

    AoEPHPEU iiwiiw  lnln  (16) 

以上を踏まえ，アンケート調査結果を使い，ロジ

ットモデルを用いてパラメータ γの値を推定する． 

アンケート調査は，ある１つのシナリオに対して

負担金が示され，負担金を払って道路整備の政策を

行いたいと回答したのであれば整備をする際の期待

効用の方が高く，そのままで良いのなら整備しない

方の期待効用が高い，と解釈できる．また，各効用

のランダム項が同一で独立なガンベル分布に従うと

仮定すると，ある設定された条件に対して賛成する

確率は，以下の通り記述できる． 

)exp()exp(

)exp(
=Prob(Yes)

0 iwi

iw

EUEU

EU






 (17) 

ここで，Prob(Yes)：政策を行うことに賛成する確率，

θ：分散パラメータ，EUi0：政策前の期待効用，EUiw：

政策後の期待効用． 

一般的なロジットモデルにおいては，効用の単位

が不定のため，分散パラメータ θを 1 に設定しパラ

メータを推定する．しかし，本研究においては間接

効用関数 V(.)が金銭単位である．そのため，推定の

際には，式(18)，(19)のように，第 2 項にもパラメー

タを設定し，θ=1 と仮定して α と β の値を求めてか

ら，式(5.10)のように αを βで除して γを求める． 

    lnln 00 iiii PHPEU   (18) 

    AoEPHPEU iiwiiw  lnln   (19) 

   (20) 

ここで，α：環境水準のパラメータ，β：年間所得のパ

ラメータ，o：整備なしの場合(without)，w：整備あり

の場合(with)を示す記号．Pi：災害 i の発生確率（i=0

のとき平常時を表わし，i≠0 のとき災害時を表わす），

H：環境水準，Ω：所得，AoE：年間負担額． 

表 1 アンケート概要 

 

 

表 2 属性と水準 

 

岐阜県，新潟県，長野県

Webアンケート調査

2013年12月19日～12月20日

孤立予想集落 516サンプル

それ以外の地域310サンプル

合計 826サンプル

調査方法

実施期間

有効
サンプル

対象地域

属性 災害発生頻度 途絶日数
整備なし
の経路数

5年に一度 1日 0本（孤立） 500円 1000円
100年に一度 1週間 1本 5000円 1万円

3万円 5万円
10万円 15万円

金額

水準



説明変数については，災害発生確率 Piと環境水準 H，

負担額 AoE はアンケートの調査票から設定する．ア

ンケート調査により世帯所得 Ω を聞くことで，環境

水準を表す説明変数の項（Pi ln Hi0，Pi ln Hiw）と年間

所得を表す説明変数の項（Pi ln Ω，Pi ln(Ω-AoE)）を

作成する． 

なお，Web アンケート調査においては，同一個人

から複数回の回答を得ているため，それらの回答群に

は系列相関が生じうる．ここでは個人差を考慮するた

めの平均ゼロのランダムパラメータを導入している．

推定に際しては，スイス連邦工科大学ローザンヌ校の

Michel Bierlaire 教授が中心となって開発しており，無

料で利用できる BIOGEME
8)を使用した． 

 

4.2 推定結果 

 表 3 は，孤立予想集落に居住しているかどうかに

よって年間所得に関するパラメータを個別に設定し

モデルを推定した結果である．まず，パネルデータ

に起因する系列相関を考慮するために導入した分散

が有意であることより，パネルデータバイアスの考

慮が必要であることが確認された．また，全てのパ

ラメータが統計学的に有意となっている．さらに，

β1=β2 の帰無仮説によるパラメータ推定値の差の検

定も併せて行ったところ，t 検定量が-3.07 となり，

有意水準 5%で統計的に有意となった．これより，γ

の値については，孤立予想集落の γ の値はそれ以外

の地域の γ の値のおよそ 3 倍の値になることという

結果となった．以上のことから，孤立予想集落の住

民にとっては，その他の地域より約 3 倍大きくを評

価しているといえる． 

次に，表 4，5，6 は，調査時にコントロール要因

として設定した，途絶日数，残存経路本数，災害発

生確率に関して，パラメータを分けて計算した結果

である．途絶日数，残存経路本数ともに差がないと

いう結果になり，この関数式を用いて問題ないとい

う結果になった．発生確率は，効用関数に乗じてい

るためパラメータは類似した値にはならず，もし想

定している関数式に齟齬がなければ，その比は発生

確率の比 20 に近い値をとるはずである．表 6 より，

γ の比が 17.98 で，20 に近いため発生確率に関して

表 3 居住地域別の推定結果 

 

 

表 4 途絶日数別の推定結果

 

 

表 5 残存経路本数別の推定結果

 

 

表 6 災害発生確率別の推定結果 

 

**：1%有意 *：5%有意 

説明変数 係数

尤度比　　　　　　 0.122

α（環境水準） 3.57 **

β₁（年間所得：孤立集落） 168 **

β₂（年間所得：その他の地域） 483 **

分散 1.37 **

β₁-β₂の差 0.0416 **

γ₁(孤立集落）

γ₂(それ他の地域）

0.02125

0.00739

説明変数 係数

尤度比 0.115

α（環境水準） 3.32 **

β₁（年間所得：1日） 178 *

β₂（年間所得：7日） 153 *

β₁-β₂の差 0.11

γ₁(孤立集落）

γ₂(それ他の地域）

0.01865

0.02170

説明変数 係数

尤度比 0.115

α（環境水準） 3.42 **

β₁（年間所得：0本） 183 *

β₂（年間所得：1本） 154 *

β₁-β₂の差 0.323

γ₁(0本）

γ₂(1本）

0.01869

0.02221

説明変数 係数

尤度比 0.144

α（環境水準） 2.94 **

β₁（年間所得：100年に一度） 3130 **

β₂（年間所得：5年に一度） 174 **

β₁-β₂の差 0.801 **

γ₁(100年に一度）

γ₂(5年に一度） 0.01690

0.00094



も想定した関数式を用いることに問題はないことが

確認できた． 

以上より，推定値は安定しており，提案した評価

関数式は妥当であることが確認できた．一定の信頼

性をもって γ の値を推定することができたといえる． 

 

5. おわりに 

 

本研究では，先行研究で提案されていた災害時を

考慮した便益評価手法を確立するため，代替経路確

保便益の孤立に対する不安感を表現するパラメータ

の推定を行った．まず，アンケート調査に適した質

問形態とするために，等価的偏差による便益評価と

なるようにモデルを改良するとともに，孤立に対す

る心理的不安を定量化するための Web アンケート

調査を行い，コンジョイント分析により孤立に対す

る不安感の定量化を行った．推定結果は，パネルデ

ータバイアスを考慮することの意義，孤立予想集落

に住む方とそうでない方で推定結果が 3 倍程度異な

ること，想定した評価関数が妥当であることなどの

知見を得た．このことより孤立に対する不安感の大

きさを正しく評価できているといえる．一方で，今

回推定したパラメータの値が，先行研究の原田らが

想定していた値よりもかなり小さな値となってしま

った．当然ながら，本来この便益項が小さい可能性

も否めないが，その一方で推定方法やデータの切り

分け方法などについて，さらなる検討が必要と考え

られる．

最後に，今後の課題についてまとめる．まずは，

得られた値を用いた便益の試算である．本研究では，

パラメータの推定までしか行うことができなかった

が，この値により推定される孤立危険性に関する便

益がどの程度なのか，今後ケーススタディを行って

検討をする必要があるといえる．また，個人属性な

どの考慮もあげられる．今回は，孤立予想集落か否

かでしかデータ分類ができなかった．今回のアンケ

ート調査はインターネット方式を採用したため，回

収した年齢層が実際に住んでいる人の年齢層と差が

あると考えられる．そのため，年齢などの基本属性

の考慮を行い，正確な便益算定を試みる必要がある． 
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QUANTIFICATION OF ISOLATION RISK IMPROVEMENT BENEFIT FOR ROAD 

NETWORK EVALUATION 

 

Tsuyoshi ONO, Fumitaka KURAUCHI, Akiyoshi TAKAGI and Tsuyoshi HARADA 

 

It is important to construct a road network which may function by the certain level, even a large 

disaster occurs. Traditional benefit evaluation method, however, do not consider the function of the road 

under emergent situation. This paper attempts to establish a novel benefit evaluation method of disaster 

prevention capability of road network consistent with the conventional benefit evaluation method, by 

quantifying the anxiety against isolation. We carried out a conjoint analysis to estimate the parameter for 

isolation risk, using data obtained by web-based questionnaire survey. 

 

 


